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1. 平成29年12月期の業績（平成29年1月1日～平成29年12月31日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年12月期 1,629 10.3 22 △84.2 28 △83.3 15 △86.7

28年12月期 1,477 11.3 139 △18.1 172 △11.5 119 △3.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年12月期 6.11 5.80 0.9 1.2 1.4

28年12月期 75.73 69.87 9.5 9.0 9.5

（参考） 持分法投資損益 29年12月期 ―百万円 28年12月期 ―百万円

（注）平成28年7月15日開催の取締役会決議により、平成28年8月12日付で普通株式１株につき400株の株式分割を行っておりますが、28年12月期の期首に

　　　当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年12月期 2,455 1,831 74.6 703.23

28年12月期 2,471 1,814 73.4 697.83

（参考） 自己資本 29年12月期 1,831百万円 28年12月期 1,814百万円

（注）平成28年7月15日開催の取締役会決議により、平成28年8月12日付で普通株式１株につき400株の株式分割を行っておりますが、28年12月期の期首に当

　　　該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産金額を算定しております。

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年12月期 △107 △555 △88 465

28年12月期 179 △228 950 1,217

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年12月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

29年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

30年12月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成30年12月期の業績予想（平成30年 1月 1日～平成30年12月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,088 51.7 36 860.4 37 286.0 24 491.7 9.55

通期 2,103 29.1 126 476.1 127 343.9 85 437.3 32.82



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

（注）詳細は添付資料Ｐ．13「４．財務諸表及び主な注記　（５）財務諸表に関する注記事項（追加情報）」をご覧ください。

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年12月期 2,604,000 株 28年12月期 2,600,000 株

② 期末自己株式数 29年12月期 50 株 28年12月期 ―株

③期中平均株式数 29年12月期 2,602,244 株 28年12月期 1,582,814 株

（注）平成28年7月15日開催の取締役会決議により、平成28年8月12日付で普通株式１株につき400株の株式分割を行っておりますが、28年12月期の期首

　　　に当該株式分割が行われたと仮定し、期中平均株式数を算定しております。

※決算短信は監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理性があると判断する一定の前提に基づいており、その

達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

決算補足説明資料は、説明会開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定であります。
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１．経営成績等の概況

（１）経営成績に関する分析

 当事業年度における我が国経済は、米国新政権の政策や欧州の政治リスク、北朝鮮などにおける地政学的リスク

などの国内景気への影響が懸念されるなか、大規模な金融緩和をはじめ政府の各種経済対策の効果もあり、企業収

益や雇用・所得環境に改善傾向が見受けられるなど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。 

 

 当社は、製造業を中心に幅広い業種の試作品から最終製品づくりをトータルサポートすることを主たる業務と

し、「３Ｄプリンター出力事業」（３Ｄプリンターによる試作品、各種部品・商品の製造、販売）、「鋳造事業」

（砂型鋳造による試作品、各種部品の製造、販売）、「ＣＴ事業」（産業用ＣＴの販売および検査・測定サービス

の提供）の３事業を展開しております。 

 

 主要事業である鋳造事業におきましては、第１四半期会計期間（平成29年１月～同３月）に生産力増強を目指

し、平成29年３月にコンセプトセンター第５期棟（長野県飯田市）の建設工事に着工し、翌事業年度の平成30年１

月初旬に稼働を開始しております。また、第２四半期会計期間（平成29年４月～同６月）に多くの課題（特定顧客

層へ営業力を傾注したことによる売上高の伸び悩み、製造の不具合から発生した再作等による機会損失、技術的難

易度の高い案件受注による再作コスト増加等）が顕在化し、第３四半期会計期間（平成29年７月～同９月）からそ

の対策を講じ、当第４四半期会計期間（平成29年10月～12月）では、その効果が表れてまいりました。

 ＣＴ事業におきましては、第２四半期会計期間（平成29年４月～同６月）にＧＥセンシング＆インスペクショ

ン・テクノロジーズ株式会社と産業用ＣＴ販売に関する業務提携を開始し、事業の体制整備や産業用ＣＴの販売促

進に注力してまいりました。 

 

 当事業年度の売上高は、鋳造事業が前期比で微減となったものの、３Ｄプリンター出力事業とＣＴ事業が増収と

なり、1,629,689千円(前期比10.3％増)となりました。 

 一方、営業利益は前年比で84.2％減の22,018千円となりました。減益の主な理由は、鋳造事業における外注委託

の増加や、人員増のための労務費が増加したこと等、売上原価が前期比で227,052千円増加（前期比26.5％増）

し、販売費及び一般管理費においても鋳造事業の営業人件費の増加等により、前期比で42,522千円増加（前期比

8.9％増）したことによるものであります。 

 なお、経常利益は28,736千円(前期比143,637千円減、83.3％減)、当期純利益は15,906千円(前期比103,952千円

減、86.7％減)となりました。 

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

 なお、当事業年度より、報告セグメントの区分を変更しております。

平成29年４月から産業用ＣＴの販売を開始したことに伴い、報告セグメントを従来の「３Ｄプリンター出力事業」

及び「鋳造事業」の２区分から、「３Ｄプリンター出力事業」、「鋳造事業」及び「ＣＴ事業」の３区分に変更し

ております。この変更に伴い、これまで「鋳造事業」に計上していた産業用ＣＴによる検査・測定サービスの営業

数値を「ＣＴ事業」に移管しております。 

 以下の前期比較については、前期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。 

 

①３Ｄプリンター出力事業 

 ３Ｄプリンター出力事業におきましては、当社製品である心臓カテーテルシミュレーター「ＨＥＡＲＴＲＯＩ

Ｄ（ハートロイド）」の販売代理店契約を進め、国内外における販路の拡大に努めました。また、「高度管理医

療機器等 販売業・貸与業」の許可を取得したことで、医療機器の販売が可能となりました。これに伴い、医療

機器の開発、製造、販売、貸与及び輸出入に関する新サービスの立ち上げに着手するため、翌事業年度に向けた

人員採用を開始いたしました。

 なお、第３四半期累計期間（平成29年１月～同９月）では前年同期比で売上高が横ばい、セグメント利益が下

回って推移しておりましたが、当第４四半期会計期間（平成29年10月～同12月）には既存顧客の案件が増加する

とともに、ＷＥＢプロモーションや展示会の効果による新規顧客が増加し、売上高及びセグメント利益が増加い

たしました。

 当事業年度の売上高は、413,725千円（前期比7.6％増）、セグメント利益は87,192千円（前期比10.7％増）と

なりました。 
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②鋳造事業 

 鋳造事業におきましては、第２四半期会計期間（平成29年４月～同６月）に顕在化した課題の対策として、第

３四半期会計期間（平成29年７月～同９月）以降、既存顧客に対する営業活動を増加させたものの、売上高は前

期比で微減となりました。

 また、製造不具合低減のため製造工程での各種チェック機能や外注加工の粗利率管理を改善し、当第４四半期

（平成29年10月～同12月）では粗利率が改善傾向となったものの、当事業年度のセグメント利益は大幅な減益と

なりました。

 なお、第３四半期累計期間（平成29年１月～同９月）では、受注高が前年同期比で下回っておりましたが、当

第４四半期（平成29年10月～同12月）では大幅に上回り、当事業年度の受注高は前期を上回る結果となりまし

た。 

 当事業年度の売上高は、959,456千円（前期比3.2％減）、セグメント利益は150,937千円（前期比52.4％減）

となりました。 

 

③ＣＴ事業 

 ＣＴ事業におきましては、検査・測定サービスが、当社の撮像技術、データ処理及び解析サービスの優位性を

活かし、順調に受注高が増加いたしました。

 当該サービスは、継続して受注増が見込まれることから、サービス拡充に向け、ＧＥセンシング＆インスペク

ション・テクノロジーズ株式会社製マイクロフォーカスＣＴの最上位機種である「ｐｈｏｎｉｘ ｖ|ｔｏｍｅ|

ｘ ｍ」を平成30年３月にコンセプトセンター第５期棟（長野県飯田市）に導入することを決定しております。 

 なお、当事業年度から開始した産業用ＣＴの販売では、受注した３台のうち１台が売上に至り、当事業年度の

検査・測定サービスが前期比で56.7％増と伸長いたしました。これにより、前期比で売上高、セグメント利益は

大幅な増収増益となり、ＣＴ事業の事業規模が拡大いたしました。

 当事業年度の売上高は256,507千円（前期比152.0％増）、セグメント利益は109,675千円（前期比50.2％増）

となりました。

 

なお、当事業年度の販売実績を産業区分別に示すと次のとおりであります。 

 

    ３Ｄプリンター出力事業 

セグメント内産業区分 

第26期 

（自 平成29年１月１日  至 平成29年12月31日） 

販売件数（件） 販売金額（千円） 比率（％） 

卸売業（１） 414 91,235 22.1 

電気機械器具製造業 430 60,625 14.7 

精密機械・医療機械器具製造業 672 49,915 12.1 

専門サービス業（他に分類されないもの） 302 47,297 11.4 

その他の製造業 459 46,312 11.2 

輸送用機械器具製造業 122 28,276 6.8 

一般機械器具製造業 75 18,346 4.4 

金属製品製造業 73 13,129 3.2 

広告・調査・情報サービス業 18 8,255 2.0 

その他 362 50,332 12.1 

合計 2,927 413,725 100.0 
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    鋳造事業 

セグメント内産業区分 

第26期 

（自 平成29年１月１日  至 平成29年12月31日） 

販売件数（件） 販売金額（千円） 比率（％） 

電気機械器具製造業 228 262,542 27.4 

輸送用機械器具製造業 264 232,520 24.2 

鉄鋼業、非鉄金属製造業 197 134,836 14.1 

一般機械器具製造業 265 106,217 11.1 

卸売業（１） 157 96,783 10.1 

ゴム製品製造業 86 37,395 3.9 

専門サービス業（他に分類されないもの） 54 25,356 2.6 

その他の製造業 59 25,311 2.6 

精密機械・医療機械器具製造業 31 18,317 1.9 

その他 18 20,175 2.1 

合計 1,359 959,456 100.0 

 

    ＣＴ事業 

セグメント内産業区分 

第26期 

（自 平成29年１月１日  至 平成29年12月31日） 

販売件数（件） 販売金額（千円） 比率（％） 

卸売業（１） 211 154,296 60.2 

輸送用機械器具製造業 110 52,117 20.3 

専門サービス業（他に分類されないもの） 33 11,226 4.4 

電気機械器具製造業 37 11,180 4.4 

一般機械器具製造業 19 7,824 3.1 

精密機械・医療機械器具製造業 10 6,036 2.4 

鉄鋼業、非鉄金属製造業 9 4,650 1.8 

その他の製造業 10 3,460 1.3 

化学工業 3 1,530 0.6 

その他 17 4,188 1.5 

合計 459 256,507 100.0 

     （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成29年２月13日提出の平成28年12月期（前事業年度）の決算短信で公表しておりました「事業別

産業区分別販売実績」（販売件数、販売金額、比率）は、産業区分の分類が證券コード評議会の定

める業種別分類の中分類に従っておりましたが、当社が受注した試作品等に関して、想定される用

途毎に顧客の産業を分類していたことから、同一顧客から複数の異なる用途の試作品等を受注した

場合、顧客の産業分類の判断が困難となるケースが増加したことや、当該分類集計では、一般的に

認知されている顧客の産業分類と異なるケースがあり、誤解を招く可能性があることから、当事業

年度から産業区分に関しては、株式会社帝国データバンクのＴＤＢ産業分類表の中分類に従ってお

ります。 
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（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産） 

 当事業年度末における流動資産は1,192,654千円となり、前事業年度末に比べ425,210千円減少いたしました。こ

れは主に、売掛金が202,072千円、ＣＴ販売に係る前渡金が69,551千円、未収消費税等が25,671千円、仕掛品が

22,577千円増加したものの、現金及び預金がコンセプトセンター第５期棟建設に関する資金支出等により754,585

千円減少したことによるものであります。

 固定資産は1,262,626千円となり、前事業年度末に比べ409,168千円増加いたしました。これは主にリース資産

（有形固定資産）が48,410千円減少したものの、コンセプトセンター第５期棟建設により、建物が375,291千円、

機械及び装置が66,019千円増加したことによるものであります。

 この結果、総資産は2,455,280千円となり、前事業年度末に比べ16,041千円減少いたしました。

 

（負債）

 当事業年度末における流動負債は349,207千円となり、前事業年度末に比べ70,137千円減少いたしました。これ

は主に、ＣＴ販売の仕入により買掛金が97,117千円増加したものの、借入金の借換により短期借入金が120,000千

円、未払消費税等が30,211千円減少したことによるものであります。

 固定負債は274,905千円となり、前事業年度末に比べ37,274千円増加いたしました。これは主に、リース債務が

53,224千円減少したものの、借入金の借換により長期借入金が95,988千円増加したことによるものであります。

 この結果、負債合計は624,112千円となり、前事業年度末に比べ32,863千円減少いたしました。

 

（純資産） 

 当事業年度末における純資産合計は1,831,167千円となり、前事業年度末に比べ16,821千円増加いたしました。

これは主に、当期純利益15,906千円の計上によるものであります。

 

② キャッシュ・フローの状況

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の増加、法人税等の還付による

収入等により一部相殺されたものの、税引前当期純利益が28,736千円（前年同期比83.0％減）、コンセプトセンタ

ー第５期棟建設に関する資金支出等により、前事業年度末に比べ751,935千円減少し、当事業年度末には465,260千

円となりました。

 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当事業年度において営業活動の結果使用した資金は107,967千円（前年同期は179,523千円の獲得）となりまし

た。これは主に、減価償却費147,015千円、仕入債務の増加97,117千円の収入となったものの、売上債権の増加

210,800千円、法人税等の支払43,898千円、未収消費税等の増加25,671千円、未払消費税等の減少30,211千円の

支出によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当事業年度において投資活動の結果使用した資金は555,155千円（同142.8％増）となりました。これは、コン

セプトセンター第５期棟建設に関する資金支出等により、有形固定資産の取得による支出545,576千円、無形固

定資産の取得による支出12,418千円等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当事業年度において財務活動の結果使用した資金は88,812千円（前年同期は950,486千円の獲得）となりまし

た。これは、リース債務の返済による支出52,370千円、長期借入金の返済による支出28,582千円等によるもので

あります。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

 
平成26年
４月期

平成26年
12月期

平成27年
12月期

平成28年
12月期

平成29年
12月期

自己資本比率（％） 37.91 57.93 51.82 73.4 74.6

時価ベースの
自己資本比率（％）

－ － － 158.9 106.2

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率（年）

－ － － 2.2 －

インタレスト・
カバレッジ・レシオ（倍）

－ － － 31.0 －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としておりま

す。

（注４）平成26年12月５日開催の臨時株主総会決議により、決算期を４月30日から12月31日に変更いたしました。従

って平成26年12月期は平成26年５月１日から平成26年12月31日までの８ヶ月間となっております。

（注５）平成26年４月期、平成26年12月期及び平成27年12月期は、当社は非上場であるため、時価ベースの自己資本

比率、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインスタント・カバレッジ・レシオは記載しておりませ

ん。

（注６）平成29年12月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインスタント・カバレッジ・レシオについて

は、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため記載しておりません。

 

（３）今後の見通し 

 今後の見通しにつきましては、国内経済は企業収益や雇用・所得環境が改善傾向にあり、景気は緩やかな回復基

調であるものの、米国新政権の政策や欧州の政治リスク、北朝鮮などにおける地政学的リスクも継続しており、よ

り一層不透明な経営環境が続くと予想されます。

 このような環境の中、翌事業年度（平成30年12月期）の業績見通しにつきましては、売上高2,103百万円（前期

比29.1％増）、営業利益126百万円（前期比476.1％増）、経常利益127百万円（前期比343.9％増）、当期純利益85

百万円（前期比437.3％増）を予想しております。

 また、上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、実

際の業績は、今後様々な要素によってこれらの見通しと異なる結果となる可能性があります。

 

（４）継続企業の前提に関する重要事象等 

 該当事項はありません。

 

２．企業集団の状況

 平成29年12月31日現在、当社は子会社及び関連会社を有していないため企業集団の状況については記載を行っており

ません。 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社は、財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で財務諸表を作成する

方針であります。 

 なお、今後につきましては、外国人株主比率の推移及び国内の同業他社の国際会計基準の適用動向等を踏まえ、国

際会計基準の適用について検討を進めていく方針であります。 
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４．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

    （単位：千円） 

  前事業年度 
（平成28年12月31日） 

当事業年度 
（平成29年12月31日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,219,846 465,260 

受取手形 85,576 94,304 

売掛金 208,131 410,203 

仕掛品 11,011 33,589 

原材料及び貯蔵品 65,588 57,272 

前渡金 － 69,551 

前払費用 21,591 22,868 

繰延税金資産 2,816 1,990 

未収還付法人税等 3,857 11,509 

未収消費税等 － 25,671 

その他 33 552 

貸倒引当金 △588 △121 

流動資産合計 1,617,864 1,192,654 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 280,497 655,789 

構築物（純額） 1,821 8,035 

機械及び装置（純額） 149,509 215,528 

車両運搬具（純額） 6,703 4,313 

工具、器具及び備品（純額） 14,142 21,162 

土地 116,456 116,456 

リース資産（純額） 200,383 151,972 

建設仮勘定 6,087 1,870 

有形固定資産合計 775,601 1,175,128 

無形固定資産    

借地権 － 3,638 

ソフトウエア 26,012 25,741 

リース資産 10,960 8,112 

その他 210 957 

無形固定資産合計 37,183 38,449 

投資その他の資産    

出資金 20 20 

破産更生債権等 295 － 

長期前払費用 2,784 11,200 

その他 37,867 37,827 

貸倒引当金 △295 － 

投資その他の資産合計 40,672 49,048 

固定資産合計 853,457 1,262,626 

資産合計 2,471,322 2,455,280 
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    （単位：千円） 

  前事業年度 
（平成28年12月31日） 

当事業年度 
（平成29年12月31日） 

負債の部    

流動負債    

買掛金 67,615 164,733 

短期借入金 120,000 － 

1年内返済予定の長期借入金 28,582 24,012 

リース債務 52,370 53,224 

未払金 94,049 88,346 

未払費用 1,260 1,386 

未払法人税等 14,695 7,024 

未払消費税等 30,211 － 

前受金 4,886 611 

預り金 4,396 7,490 

製品保証引当金 1,279 2,379 

流動負債合計 419,345 349,207 

固定負債    

長期借入金 17,625 113,613 

リース債務 176,335 123,110 

繰延税金負債 8,441 6,762 

資産除去債務 28,206 28,602 

その他 7,022 2,816 

固定負債合計 237,630 274,905 

負債合計 656,976 624,112 

純資産の部    

株主資本    

資本金 757,592 758,092 

資本剰余金    

資本準備金 744,592 745,092 

資本剰余金合計 744,592 745,092 

利益剰余金    

利益準備金 1,894 1,894 

その他利益剰余金    

圧縮積立金 7,062 5,045 

特別償却準備金 8,713 4,803 

繰越利益剰余金 294,492 316,325 

利益剰余金合計 312,161 328,068 

自己株式 － △85 

株主資本合計 1,814,345 1,831,167 

純資産合計 1,814,345 1,831,167 

負債純資産合計 2,471,322 2,455,280 
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（２）損益計算書

    （単位：千円） 

 
 前事業年度 

(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

 当事業年度 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 1,477,760 1,629,689 

売上原価    

製品期首たな卸高 184 － 

当期製品製造原価 858,147 1,001,398 

当期商品仕入高 － 83,986 

合計 858,331 1,085,384 

製品売上原価 858,331 1,085,384 

売上総利益 619,428 544,304 

販売費及び一般管理費 479,763 522,286 

営業利益 139,664 22,018 

営業外収益    

受取利息 31 9 

補助金収入 12,631 907 

業務受託料収入 18,742 10,079 

保険解約返戻金 31,727 － 

その他 625 923 

営業外収益合計 63,758 11,919 

営業外費用    

支払利息 5,795 4,897 

株式公開費用 24,534 － 

その他 718 303 

営業外費用合計 31,048 5,200 

経常利益 172,374 28,736 

特別損失    

固定資産除却損 3,751 － 

固定資産売却損 － 0 

特別損失合計 3,751 0 

税引前当期純利益 168,622 28,736 

法人税、住民税及び事業税 45,536 13,683 

法人税等調整額 3,227 △853 

法人税等合計 48,763 12,829 

当期純利益 119,859 15,906 
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 【製造原価明細書】

   
前事業年度

（自 平成28年１月１日 
  至 平成28年12月31日） 

当事業年度
（自 平成29年１月１日 

  至 平成29年12月31日） 

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 材料費   62,646 7.4 84,964 8.2

Ⅱ 労務費   202,971 23.8 259,353 25.1 

Ⅲ 製造経費 ※１ 586,975 68.8 690,675 66.7 

   当期総製造費用   852,593 100.0 1,034,993 100.0

   期首仕掛品たな卸高   22,706   11,011  

    合計   875,300   1,046,005  

   期末仕掛品たな卸高   11,011   33,589  

   他勘定振替高 ※２ 6,141   11,017  

   当期製品製造原価   858,147   1,001,398  

    原価計算の方法

     原価計算の方法は、部門別個別原価計算であります。

 

 

 （注）※１.主な内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度 

（自 平成28年１月１日 
  至 平成28年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成29年１月１日 

  至 平成29年12月31日） 

外注加工費（千円） 290,697 370,055 

消耗品費（千円） 53,101 57,684 

減価償却費（千円） 119,877 131,313 

製品保証引当金繰入額（千円） 371 1,100 

 

 

    ※２.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度 

（自 平成28年１月１日 
  至 平成28年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成29年１月１日 

  至 平成29年12月31日） 

見本品費（千円） 6,141 11,017 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度 （自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日） 

                    （単位：千円） 

  

株主資本 

純資産合
計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 圧縮積立

金 
特別償却
準備金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 263,000 250,000 250,000 1,894 2,840 12,957 174,610 192,302 － 705,302 705,302 

当期変動額                       

圧縮積立金の
積立         5,782   △5,782 －   － － 

圧縮積立金の
取崩         △1,560   1,560 －   － － 

特別償却準備
金の取崩           △4,244 4,244 －   － － 

新株の発行 494,592 494,592 494,592             989,184 989,184 

自己株式の取
得                   － － 

当期純利益             119,859 119,859 － 119,859 119,859 

当期変動額合計 494,592 494,592 494,592 － 4,221 △4,244 119,881 119,859 － 1,109,043 1,109,043 

当期末残高 757,592 744,592 744,592 1,894 7,062 8,713 294,492 312,161 － 1,814,345 1,814,345 

 

当事業年度 （自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日） 

                    （単位：千円） 

  

株主資本 

純資産合
計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 圧縮積立

金 
特別償却
準備金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 757,592 744,592 744,592 1,894 7,062 8,713 294,492 312,161 － 1,814,345 1,814,345 

当期変動額                       

圧縮積立金の
積立         －   － －   － － 

圧縮積立金の
取崩         △2,017   2,017 －   － － 

特別償却準備
金の取崩           △3,909 3,909 －   － － 

新株の発行 500 500 500             1,000 1,000 

自己株式の取
得                 △85 △85 △85 

当期純利益             15,906 15,906 － 15,906 15,906 

当期変動額合計 500 500 500 － △2,017 △3,909 21,833 15,906 △85 16,821 16,821 

当期末残高 758,092 745,092 745,092 1,894 5,045 4,803 316,325 328,068 △85 1,831,167 1,831,167 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
 前事業年度 

(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

 当事業年度 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 168,622 28,736 

減価償却費 136,100 147,015 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18,000 － 

製品保証引当金の増減額（△は減少） 371 1,100 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △216 △763 

受取利息及び受取配当金 △31 △9 

支払利息 5,795 4,897 

保険解約返戻金 △31,727 － 

株式公開費用 24,534 － 

固定資産売却損益（△は益） － 0 

固定資産除却損 3,751 － 

売上債権の増減額（△は増加） △40,393 △210,800 

たな卸資産の増減額（△は増加） △523 △14,261 

仕入債務の増減額（△は減少） △5,527 97,117 

未払消費税等の増減額（△は減少） 21,939 △30,211 

未収消費税等の増減額（△は増加） － △25,671 

その他 △5,409 △61,403 

小計 259,286 △64,253 

利息及び配当金の受取額 31 9 

利息の支払額 △5,814 △4,928 

保険解約返戻金の受取額 31,727 － 

法人税等の支払額 △105,706 △43,898 

法人税等の還付額 － 5,102 

営業活動によるキャッシュ・フロー 179,523 △107,967 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △600 △350 

定期預金の払戻による収入 － 3,000 

有形固定資産の取得による支出 △218,688 △545,576 

有形固定資産の売却による収入 － 150 

無形固定資産の取得による支出 △15,692 △12,418 

敷金及び保証金の差入による支出 △1,623 △612 

敷金及び保証金の回収による収入 － 652 

その他 7,938 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △228,666 △555,155 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 120,000 △120,000 

長期借入れによる収入 － 120,000 

長期借入金の返済による支出 △68,824 △28,582 

リース債務の返済による支出 △47,623 △52,370 

割賦債務の返済による支出 △18,765 △8,775 

株式の発行による収入 989,184 1,000 

自己株式の取得による支出 － △85 

その他 △23,485 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 950,486 △88,812 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 901,343 △751,935 

現金及び現金同等物の期首残高 315,853 1,217,196 

現金及び現金同等物の期末残高 1,217,196 465,260 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当

事業年度から適用しております。

 

（持分法損益等）

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定

及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、工法別に工場を置き、各事業は、取り扱う製品について、包括的な戦略を立案し、事業活動を

展開しております。

 なお、当事業年度より、平成29年４月から産業用ＣＴの販売を開始したことに伴い、報告セグメントを

従来の「３Ｄプリンター出力事業」及び「鋳造事業」の２区分から、「３Ｄプリンター出力事業」、「鋳

造事業」及び「ＣＴ事業」の３区分に変更しております。この変更に伴い、これまで「鋳造事業」に計上

していた産業用ＣＴによる検査・測定サービスの営業数値を「ＣＴ事業」に移管しております。

 なお、前事業年度のセグメント情報は、当事業年度の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開

示しております。 

 各セグメントに属する製品等の内容は以下のとおりであります。 

 

報告セグメント 主要製品等

3Ｄプリンター出力事業
3Ｄプリンター（光造形、ナイロン造形、粉末造形）によるモデル作

製、医療用実体モデル作製 等

鋳造事業 アルミニウム、マグネシウム鋳造品の作製 等

ＣＴ事業 ＣＴによる検査・測定サービス、ＣＴ、ＣＴ用ソフトウェア 等

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であ

ります。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日） 

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注１） 

財務諸表 
計上額 

（注２）  
３Ｄプリンター

出力事業 
鋳造事業 ＣＴ事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 384,402 991,572 101,785 1,477,760 － 1,477,760 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 384,402 991,572 101,785 1,477,760 － 1,477,760 

セグメント利益 78,784 317,055 73,041 468,881 △329,217 139,664 

セグメント資産 287,499 697,359 203,285 1,188,144 1,283,177 2,471,322 

その他の項目            

減価償却費 24,926 76,769 23,124 124,820 11,280 136,100 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
20,160 222,264 62,313 304,738 7,441 312,180 

        （注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

（１）セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（２）セグメント資産の調整額は、主に報告セグメントに配分していない全社資産であります。

（３）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社等の設備投資額であります。

        （注）２．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当事業年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日） 

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注１） 

財務諸表 
計上額 

（注２）  
３Ｄプリンター

出力事業 
鋳造事業 ＣＴ事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 413,725 959,456 256,507 1,629,689 － 1,629,689 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 413,725 959,456 256,507 1,629,689 － 1,629,689 

セグメント利益 87,192 150,937 109,675 347,804 △325,786 22,018 

セグメント資産 258,133 1,249,686 363,523 1,871,343 583,936 2,455,280 

その他の項目            

減価償却費 25,319 81,311 30,267 136,898 10,117 147,015 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
6,037 535,981 1,737 543,755 3,806 547,562 

        （注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

（１）セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（２）セグメント資産の調整額は、主に報告セグメントに配分していない全社資産であります。

（３）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社等の設備投資額であります。

        （注）２．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

     【関連情報】 

前事業年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の開示をしているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(１）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(２）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

日本電産株式会社 264,311 鋳造事業
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当事業年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の開示をしているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(１）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(２）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

日本電産株式会社 222,692 鋳造事業

 
 

     【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

      該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

      該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

      該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

当事業年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

１株当たり純資産額 697.83円 703.23円 

１株当たり当期純利益金額 75.73円 6.11円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 69.87円 5.80円 

（注）１．平成28年７月15日開催の取締役会決議により、平成28年８月12日付で普通株式１株につき400株の株

式分割を行っておりますが、前事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

２．当社は、平成28年11月29日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、当事業年度の潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額は、新規上場日から当事業年度末日までの平均株価を期中平均株価と

みなして算定しております。

３．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 
前事業年度

（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

当事業年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

１株当たり当期純利益金額    

 当期純利益金額（千円） 119,859 15,906

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る当期純利益金額（千円） 119,859 15,906

 期中平均株式数（株） 1,582,814 2,602,244

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

 当期純利益調整額 － －

 普通株式増加数（株） 132,640 139,924

  （うち新株予約権（株）） （132,640） （139,924）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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